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令和６年福井県議会２月議会報告

民主・みらい会派
代表質問より

２月議会、三田村 輝士生議員が代表質問に立ちました。
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１知事の政治姿勢

３行財政改革について

２防災危機管理体制について

①県地域防災計画での地震想定
➁能登半島地震における県の支援体制
➂能登半島地震をふまえた原子力発電所の安全性
➃Ｒ６年度当初予算の重点項目

８教育行政について

①行財政改革アクションプラン（県財政基金）

①県内企業のＢⅭＰ
➁耐震診断
➂集落へのアクセス道路（災害時の孤立集落対策）

① ヤングケアラーの支援

２月 代表質問項目

６観光行政について
①アリーナ整備への行政支援について

４福祉行政について ➀保育士の人材不足

５交通体系の整備について
① ハピラインふくいの運営について

７産業行政について ①企業誘致の現状と今後の方向性
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１ 知事の政治姿勢

（１）県地域防災計画における地震想定について

質問１ 今回の能登半島地震を受け、本県においても、陸域のみならず、海域活断層による地震を想定した被害予想を行い、地域防災計画の見
直しを行うなど、震災への備えを強化すべきと考えるが、知事の所見を伺う。

【知事】県の現在の地震被害想定については、国の地震調査研究推進本部が平成２１年７月に公表した全国の主要活断層の中で最も影響が大きいと思われる断層
を想定して、平成２２年、２３年にその被害予測調査を行って算定をしている。また、津波の被害については、国の日本海における大規模地震に関する調査検討会、
ここが平成２６年９月に公表した最大クラスの津波、断層モデル、これに基づき浸水の想定を行っており、さらにこれを元に検討してその浸水想定を令和２年に公表
している。
それに基づいて市や町が沿岸に１１あるが、このうち８つがハザードマップ、逃げる場所も含めて発表させているし、残り３つも年度内に発表するということに
なっているところである。
今後とも、国の地震調査研究推進本部が新しい評価を出したときには、福井県としては、速やかにこの地域防災計画の見直しを行い、地震に対する備えを強化して
いきたいと考えている。

質問２ 行政以外との災害時連携協定について、今後、どのような業界や団体と協定締結を想定した協議を進めていくのか、知事の所見を伺う。

【危機管理監】現在、県では１８２件の災害時応援協定を締結しており、そのうち民間とは輸送、生活物資の調達、燃料供給などの分野において、１５１件
の応援協定を締結している。これまで本県における災害時には、応援協定に基づき物資の調達・輸送、仮設トイレの設置などを行うとともに、新しい民間の能力を活
用した分野、例えば軽自動車による配送、あるいはトイレカーの活用などについては、随時、応援協定を締結してきたところである。
能登半島地震についても、全国から物資調達や衛星通信機器の設置など、様々な支援が行われており、今後、国において行われる検証結果などを参考に、新たな協
定の締結を検討していく。
なお、応援協定を締結するだけではなく、防災訓練等を通じた応援要請手続きや通信訓練などを実施し、災害時の体制強化につなげていく。

（２）能登半島地震における県の支援体制について



質問３ 現在の県内のDMATのチーム数は２４チームと把握しているが、今回の震災を受け新たなチームづくりや現場のリーダとなる統括
DMAT の更なる確保について、知事の所見を伺う。

【知事】福井県内においては、災害拠点病院を中心として、１０病院で２６のＤＭＡＴをつくって、１７３人のチーム員を抱えている、また統括ＤＭＡＴについ
ては１７人というところである。人口当たりにすると、このチーム数にしても、隊員数にしても、それから今の統括ＤＭＡＴの数にしても、全国で６位、７位、９位
ということで、大変上位になっている。
今回の能登半島地震においても、発災の翌日の１月２日には８チーム３３名の皆さんが派遣されている。これまでに３２チーム１３８人が被災地で活動している。
災害の急性期は過ぎたが、今は避難所とか病院で足りない医療を提供したり、また、救急搬送の調整なども行っている。
全国にはこのＤＭＡＴのチームが１７００あり、急性期には災害の治療であったり、救急の調整などを行うこともある。また、フェーズが変わってくると、ＪＭＡ
Ｔという通常診療を行うお医者さんたちが中へ入って行き、避難所や在宅にいらっしゃる方の健康のケアもしていただくし、また、ＤＰＡＴというのは心のケアをし
たり、ＤＷＡＴというのは福祉支援を行う、このような様々な仕組みがある。
今後ともこうした医療・福祉チームと力を合わせて、被災者への救護や災害関連死を防止する体制の確保に引き続き努力をしていきたいと考えている。

質問４ 今回の地震を受け、現在想定している原子力発電所周辺の活断層の評価や、地震・津波と原子力災害が重なる複合災害時の避難のあり方
など、県としてどのような見直しが必要と考えるか、知事の所見を伺う。

【知事】県内の原子力発電所については、元々、新規制基準の審査にあたり、複数の活断層が連動して動くということを前提にした基準地震動が定められており、
それをクリアしたものが審査に合格するということである。そういう意味で、規制委員会の山中委員長も、１月１０日の会見では、「それぞれのサイトの環境で審査
がきちんとできている。」という発言もされているところである。その上で、山中委員長は「他の発電所への影響は、これから様々な分析・検討がなされる。」と、
話されておられる。こういうことで、これから規制委員会の中で議論がされていくということであり、そうした新しい知見等がもたらされた時には、それへの対応を
していく必要が生じてまいるわけである。
こうした地震や津波、それから原子力災害が複合的に起きた場合、こういったことについての対応については、まず一義的には国がその避難計画、こういったもの
を見直す、検証を行っていく、こういうことをする必要がある。その上で県は、県として必要なことについて速やかに対応していきたいと考えているところである。

（３）能登半島地震をふまえた原子力発電所の安全対策について



【知事】まず国は、昨年２月に「ＧＸ実現に向けた基本方針」というものを発表をいたしており、この中で、エネルギーの安定供給であるとか、また、脱炭素化、
これを実現するために原子力発電を最大限活用していくというふうな方針を示して、そうするためにも、原子力の安全性の向上を目指して、廃炉を決定した原発の敷
地内の次世代革新炉への建て替えを具体化する、そういう方針を示しているというところである。今回の森社長の発言については、これは報道で承知をいたしている
が、国のこうした方針を踏まえて、地元との現場でのやり取りなので、やり取りをしながら、社長自身の考え方として示されているということである。県に対して、
この発電所でリプレースしたいと、そういった表明がされていることはない。
県としては、県民の安全・安心の確保が最優先であり、原子力発電所の安全性の向上というのは常に求めていく必要があると考えているところである。さらには、

国の将来の必要な原子力の規模であったりとか、また、その確保に向けた道筋、こういったものを早く示すように、原子力の将来像を明確にするようにということで、
先般も、齋藤経産大臣に強く求めた。

質問５ 関西電力の森社長の発言は、多くの不安の声や地震・津波の実態、ロードマップの進捗など、将来が見通せない不透明な状況にある中で、
極めて不謹慎と言わざるを得ない。
原子力政策に対する変更や転換については、拙速な判断をさけ、県議会における丁寧な議論や県内全市町首長の意見、パブリックコメン
トなどを通して県民の意見を十分に聞いてから判断すべきと考えるが、知事の所見を伺う

（４）令和６年度当初予算の重点項目について

質問６ 原子力政策に対する変更や転換については、拙速な判断をさけ、県議会における丁寧な議論や県内全市町首長の意見、パブリックコメン
トなどを通して県民の意見を十分に聞いてから判断すべきと考えるが、知事の所見を伺う。

【知事】関西電力の今回の乾式貯蔵施設の設置計画、これについては、使用済燃料の保管方式の変更、湿式から乾式に変えていくということであり、事業者は使
用済燃料の貯蔵容量を原則増やさないという方針については改めて確認をして示しているということである。
県といたしましては、これまでも原子力の様々な課題については、県議会、それから関係の市や町や団体、こういったところの意見を聞きながら、慎重に判断をし
てきたところである。今回の事前了解願いについても、国への申請の了承と、それから国の審査の後の事前了解、こういった２段階で対応していきたいと考えている。
これまでと同様、県議会、それから立地の市や町、それから関係者が入っている原子力環境安全管理協議会、さらには、原子力安全専門委員会、こういったところの
ご意見等を伺いながら、安全を最優先にしながら、申請了承について判断をしていきたいと考えている。



【知事】昨年の末に、国の国立社会保障・人口問題研究所が２０５０年の人口想定を示した。これに基づくと、東京以外のところは、全て人口が減っていく、一
極集中がさらに進んでいくという内容になっていたわけである。これは本質的に申し上げると、私たちはいつも人口の問題を考える時に、人がいかに出ていかないか、
どこかから来ていただく、こういうことを考えがちであるが、国全体で考えたときには、それはプラスマイナスゼロになるわけである。その中で大きいのは、やはり
出生率の低い大都市部に、福井県のような出生率の高いところから人が移る、こういう社会構造が大きな問題だと考えている。結果としてやはり、これを改めていく
のが国の大きな役割だと認識している。そのためには、例えば北陸新幹線のような、地域のこうした格差を生むような時間距離、こういったものをいかに短くするか、
社会基盤を整備していくというようなこととか、高校から大学に行くときに人が移る、そういう大学の定員をどうするか。それから企業が地方でビジネスをすること
が得になるというような、福井県が提唱しているような法人税制の在り方、こういったことを構造的に国が考えていく必要があると考えているところである。
では地方はどうしていくのかというと、近年は一人当たりの県民所得は実は地方部のほうが大きく上がってきている、上がり方が大きいという状況にある。
例えば福井県でいうと、令和２年の一人当たりの県民所得、それはこの５年前の１０位から３位まで上がってきている。東京、愛知に次いで、福井県が３位に上

がってきているわけである。しかも働きやすくて住みやすい、こういうようなことをどうＰＲしていくのか、それから人材も、こういうふうに大事にしているとか、
さらにいえば、日本一の幸福なふく育県、こういうようなことをしっかりとＰＲをする、そういう基盤を整えていく、そういう全国のモデルになるような、誰もが幸
せを実感できる社会を実現して、それを示していくことが地方の役割であるというふうに考えているところである。

質問７ 大都市圏に人口が集中する中、「社会構造の変革」に向け、国はどのようなことに取り組むべきと考えるか、また、地方の役割をどのよ
うに捉えているか、知事の所見を伺う。

質問８ 「社会構造の変革」に向け、国が取り組むべきことや、地方の役割を踏まえた上で、令和６年度当初予算案における人口減少対策につい
て、どこに力点が置かれているのか伺う。

【未来創造部長】来年度予算案では、まず新幹線開業を機に、新たな投資を呼び込むなど、魅力ある仕事の創出を図り、また次世代を担う若者の人材育成や、
安心して子育てができる環境整備などに力点を置いたところである。具体的には、新たな県営産業団地の造成や成長企業への投資の支援拡大、オーベルジュの誘致な
ど、新たな投資の呼び込み。また、県立大学恐竜学部の開設や駅周辺でのインキュベーション拠点の整備など、将来を担う人材育成の強化。また、結婚応援や「ふく
育」応援の強化、保育料や高校授業料の無償化、県内進学者の大学授業料の減免など、「ゆりかごから巣立ちまで」の切れ目ない支援。また、女性活躍や若者チャレ
ンジの応援強化など、すべての県民の活躍応援などを重点的に行うこととしている。
こうした事業を積極的に進め、若い世代が、本県における仕事や子育てにポジティブなイメージを持ち、暮らしの喜びや幸せを実感できる社会を実現できるよう人
口減少対策を進めてまいりたい。



２ 防災危機管理体制について

（１）県内企業のBCPについて

質問１ 県内企業のBCPについて次期行財政改革アクションプランにおける財政指標の設定について、推進懇談会においてど
のような議論がなされているか、また、指標設定の方針について伺う。

【産業労働部長】地震等の自然災害等により、企業活動が停止するような事態が生じた場合、それが経営に与える影響を最小化するためにも、事業継続計画、
いわゆるＢＣＰを策定し、あらかじめ体制を構築しておくことは重要であると県としても認識をしている。これまでも、危機管理に豊富な知見をもつ保険会社や商工
会議所等と連携して、ＢＣＰセミナーの開催や相談支援を行っており、今年度も６回のセミナーを実施し、県内企業のＢＣＰ策定を支援してきた。
今回の能登半島地震をきっかけに事業継続の必要性を再認識してもらうためにも、今後も継続して、関係機関と連携し、ＢＣＰセミナーを開催していくとともに、
事業継続に関する相談への専門家派遣の活用等もご提案しながら、ＢＣＰ策定を含めた防災対策に取り組む県内企業を支援していく。

質問２ 昨年度の県全体の改修工事申請数と現在の耐震化率を伺う。また、高齢者世帯へは改修工事限度額を拡充するととも
に、補助対象要件を昭和５６年以前から、阪神大震災後に最新の基準となった平成１２年以前の住宅まで拡大する
よう見直すべきだと考えるが、所見を伺う。

（２）耐震診断について

【鷲頭副知事】令和４年度における、住宅の耐震改修工事への補助件数については２３戸、住宅の耐震化率は８４.４％というふうに推計している。

今回ご指摘いただいたように当初予算においても、改修工事に対する補助率を１００％、補助上限額を１５０万円に拡充することとしている。これにより、例えば、
壁に補強パネルを張るような低コスト工法による改修だと、費用がおおむね１５０万円程度、また居間や寝室など部分的な改修については、１００万円未満の費用で
対応できるということで、所有者が費用を負担することなく工事を行うことができる拡充になっているものというふうに考えている。
こうしたことで特に高齢者世帯でも対応しやすい内容としており、しっかりとそうした点を周知するなど進めていきたいと考えているところである。



（３）集落へのアクセス道路について（災害時の孤立集落対策）

質問３ 県では、ワーキンググループを設置し協議が進められているとお聞きしているが、道路啓開計画の具体的策定時期
について伺う。

【土木部長】道路啓開計画については、昨年１２月に、国や県、高速道路会社、警察、県建設業協会等で構成するワーキンググループを設置して、対象となる
地震や啓開すべきルート等について検討を始めたところである。
今後とも、関係機関と連携を図りながら、今回の能登半島地震の状況なども踏まえて、令和６年度内の計画策定に向けて取り組みを進めていく。

質問４ 災害時の孤立集落対策として、道路の複線化にかかる認識を伺うとともに、集落が孤立した場合の対応として、被災
者の生命と生活環境維持に不可欠な必需品の備蓄に対する所見を伺う。

【土木部長】災害時における孤立集落の対策としては、例えば、敦賀半島トンネルの整備など道路の複線化は有効な手段のひとつであると考えている。県にお
いては、複線化に加えて、現道の拡幅や線形の改良、斜面の対策など、県土の強靱化に資する道路の整備を進めているところである。
また、土砂災害等で道路が寸断し、孤立集落が発生した際には、県および市町において防災基地や避難所等に分散備蓄している水や食料、毛布といった必需品を、
県が整備した臨時ヘリポートや港を利用して、空路とか海路により支援物資を搬送することとしている。
今後とも、国や市町など関係機関とも連携しながら、災害に強い道路の整備や被災者への支援体制の確保に取り組んでまいりたいと考えている。

なお、補助対象については、やはりまずは昭和５６年以前に建築をされた住宅の耐震化を最優先に進めていく必要があると考えている。
他方で昭和５６年から平成１２年以前に建築をされた住宅については、現在国土交通省の方でも能登半島地震における建築物の構造被害の調査、分析を行っている
ところである。今週ちょうど第一回の検討委員会も開催されたと伺っているところであり、この検討状況もよく見ながら、対策の方向性が示された段階で対応を検討
していきたいと考えている。



３ 行財政改革について

（１）行財政改革アクションプランについて（県財政基金）

質問１ 財政調整基金の残高目標額を「標準財政規模の５％程度１３０億円以上を確保する」としたことや、県債残高の目標
額をこれまでの県債残高の最大である６，６８４億円に設定した理由を伺う。

【未来創造部長】財政調整基金残高の目標につきましては、これまでは過去の取崩額の最大値を踏まえ、「１００億円を確保する」としていたが、今回、他県
では標準財政規模の５％としている例が比較的多いといった状況を参考にするとともに、さらに安定的に財政運営できるように目標を１３０億円まで引き上げることと
した。
また、県債残高の目標については、足羽川ダムや中部縦貫自動車道の事業費の増嵩や、昨今頻発する災害に備える国土強靭化対策の強化など、これまで以上に社会基
盤の着実な整備が求められるところであり、県債残高は増加する見通しとなるが、その中においても過去最大額６，６８４億円を超えないこととし、将来の公債費の財
政負担を一定程度に抑えたいと考えている。
そのうえで、今後も主要プロジェクトを着実に進めるとともに、社会基盤の維持補修などにもしっかりと対応しながら、「選択と集中」を図り、高い緊張感を持って
財政運営に努めていく。



質問１ 令和元年１０月に開設した「保育人材センター」や、今年度から拡充した低年齢児保育士の加配支援など、人材マッ
チングや雇用改善に向けた支援制度は構築されつつあるが、現状として、実績はどのぐらい伸びているのか伺う。

４ 福祉行政について

【健康福祉部長】県保育人材センターによると、令和４年度のマッチング件数は５０人となっており、県内全体の保育士採用数３７５人に占める割合は約１
３％となっている。令和３年度に比べるとマッチング件数は１１人増えており、全体採用数に占める割合も約３ポイント伸びている。昨年８月には、嶺南にセンター
窓口を開設し、潜在保育士の情報を収集しながら各園の就職相談に応じることで２名の就職につながっている。
低年齢児保育士の本県独自の加配支援については、令和４年度に０歳児担当保育士の加配を補助対象に加え、さらに今年度、補助単価の拡充を行っている。その結
果、令和５年度のベースでは９８施設において １４８人の加配となっており、拡充前の令和３年度と比べると、実施箇所数で約２．６倍、加配保育士数で約２．４
倍となっている。

質問２ 今後、潜在保育士や保育士志望者に対し、どのように保育士の魅力を発信し、不足する保育士を確保していくのか所
見を伺う。

【健康福祉部長】保育士志望者を増やすためには、実際にこどもと触れ合い、かわいさを実感することが有効であると有識者からご意見をいただいている。
これを踏まえて、中・高校生対象に保育体験ツアーの実施、また、保育現場の楽しさを伝える動画の発信など、広く保育の仕事の魅力を伝え、保育士を目指す動機付
け、また、県内養成施設への進学者増加につなげていきたいと考えている。また、県内就職を促進するため、県内就職の場合に返済免除となる修学資金貸付、ＵＩ
ターンした保育士への転入奨励金・住宅手当の支給等の制度を整えている。
さらに、離職防止を図るためには職場環境の整備も重要となる。書類作成等のＩＣＴ化導入経費を支援しており、今年度も含めると、全体の約９割にあたる３０３
施設で整備が進んでいる。このほか、保育補助者等の人件費支援や、保育士のメンタル、保護者対応等のトラブルについて、精神科医や弁護士に相談できる体制も整
えている。
今後も保育士のイメージアップや負担軽減につながる施策の拡充に努めて、人材確保に努めていきたいと考えている。

（１）保育士の人材不足について



質問１ ハピラインふくいと福武線や越前本線、三国芦原線などの地域鉄道との資材共同調達や保守機器等の共同利用、人材
確保、利用促進、災害時の相互協力などの連携について、今後どのように強化を図るか、所見を伺う。

５ 交通体系の整備について

【未来創造部長】地域鉄道の事業連携については、令和２年度に事業連携連絡会議を設置して、福井鉄道とえちぜん鉄道の２社で先行して実施をしいる。
この間、資材の共同調達では約２％、工事の一括発注では約５％のコスト削減効果があったところである。また、災害時の相互協力協定を締結して、運休時の振替輸
送や技術員の派遣など、降雪や事故時の対応についても、連携して対応しているところである。
ハピラインふくいの開業後は、３社による本格的な事業連携を開始する予定であり、これまでの２社の取組みにハピラインが加わるほか、ハピラインの所有する軌
道検測車など検査機器の共同利用とか、電気通信や保線などの維持管理に係る技術交流も実施する予定である。
その他、３社共通のフリー切符の販売や共同イベントの実施、３社合同での就職説明会の開催なども計画しており、利用促進や人材確保など様々な分野で連携を強
化し、本県の地域鉄道が３社になるというメリットを最大限に活かしていきたいと考えている。

質問２ 人口減少などによる利用者見込み数の減少、物価高騰などの影響について、ハピラインふくいの今後の運営に対する
対策について、所見を伺う。

【未来創造部長健康】令和３年１０月に策定した並行在来線経営計画では、開業後１０年間で、人口減少により約１０％の利用者減が見込まれるところ、
利用促進策の実施によって、１日２万人の利用者を維持することを目標として設定した。
先行する富山県、石川県の並行在来線では、新幹線開業後に観光客等の定期外利用者が増加しており、ハピラインふくいにおいても、増便や快速列車の新設など利
便性の高いダイヤ設定、県内地域鉄道３社とか、北陸三県の並行在来線との連携した共通切符の販売、それから、ファンクラブの運営などにより、利用者の拡大を図
るとともに、テナント料や広告収入、グッズ販売などでも収益を確保したいと考えている。
県としては、沿線市町、企業、利用者団体などで構成する利用促進協議会を通じて、市町や団体の利用促進を図るとともに、新駅整備や駅の利活用など、中長期的
な視点からも引き続き、ハピラインふくいを支援していきたいと考えている。

（１）ハピラインふくいの運営について



質問１ アリーナの整備・運営に関し、当初の「民設・民営」からの実質的な方向転換に対する知事の所見を伺うともに、公
的な補助金も出来るだけ県民の負担を減らすための努力をすべきと考えるが、併せて所見を伺う。

６ 観光行政について

【知 事】物価高騰とか、金利も上昇をし始めており、こういう中で、今回の基本計画案においては、公共性・公益性のある施設を民間が所有する、さらには民
間が設計して、つくって、運営していくことについてはしっかり貫かれているところであり、行政の支援が求められているが、「民設民営」による手法のひとつと考
えている。
こうした民間による社会インフラの整備、これについては国も、内閣府はこうした公共施設の行政による非保有化の推奨をしているところであり、国の補助制度も
これにあわせて見直しがされ、民間事業者に対する行政からの間接補助も認められたというところである。そういう中で、今回のアリーナをつくる団体、企業グルー
プがそうした補助制度を求めてくる考え方は理解できるところかと思っている。そのうえで我々は年間５６億円と言われている経済波及効果、にぎわいの創出など、
今まで福井県では考えられなかった状況だと思っているが、こういったものを最大限やりたいという思いとノウハウ、実際にできるノウハウを十分にもったまちづく
りが重要かと考えている。支援について福井市とともに検討もして参りたい。

（１）アリーナ整備への行政支援について

利用計画の中では、「県民利用・市利用」として年間１６０日の計画が示されています。これについて県民利用等として２億円程度、市利用・利用促進として７千万円程
度の収入計画が示されており、金額的な割合で計算すると、県だけの利用日数は約１２０日となります。つまり１年の約１/３は県が主催をする行事や県民活動などに使用
されるという事です。果たして、これだけの日数を県民利用とすることが可能なのか。さらに、コンサートで年間４０公演の２日間で、計１１０日の利用が想定されていま
す。数千人規模の観客を動員するアーティストとなると、国内でもそう多くはいませんが、これだけの規模の公演を毎年開催することが果たして可能なのか。
いずれにしても、かなりハードルの高い利用が想定されていますが、仮に想定された日数の利用に至らなければ、その分運営会社の収入減につながります。そうならないよ
うに運営会社は最大限の努力をするべきではありますが、計画通りの収入に至らず、赤字が長期化した場合、民間事業者の経営に大きく影響します。

今回示された基本計画の中で、まず不透明なのが整備費の１０５億円という金額です。西本議員の一般質問への答弁の中で、知事は、岡山県岡山市において計画中のア
リーナの整備費が１２９億円であるので、それと比較して妥当とのことでしたが、岡山市アリーナと福井アリーナは様々な点で条件が違うと思われ、ただ単純に金額だけ
を比較しても、１０５億円という整備費が、果たして十分に抑えられたものであるかどうか疑問であり、妥当とする理由や根拠が不透明です。
また、今回は、国の補助制度を利用するとのことですが、その場合、公的な施設として、建設に際し何らかの配慮を求められることも国からの条件を満たすことを求めら
れ、純粋な民設の場合と比較して整備費が高額になることが予想されます。



質問１ セミナーにおける参加企業からの反応を伺うとともに、実績に関して所見を伺う。

７ 産業行政について

【産業労働部長】大阪で開催した企業立地・港セミナーは過去最多となる２１０名のご来場をいただいて、参加された企業からは、全国トップレベルである
本県の優遇制度や高速交通ネットワーク整備による立地環境の向上に対する関心の高さを感じたところである。
また、県内企業と取引のある化学系の企業や半導体関連装置を製造する企業などから本県での新たな投資について前向きな話を伺うこともでき、今後個別に交渉を
継続していきたいと考えている。
来年度は、北陸新幹線県内開業の効果を強く強くアピールするため、東京において企業立地セミナーを開催し、若者が魅力を感じる付加価値の高い企業の誘致を目
指していく。

質問２ 高速交通網の整備進展によるアクセスの向上、豊かな自然環境、敦賀港の脱炭素化など、他県に大きくアピールでき
る環境にある中で、今後どのような戦略で企業誘致に臨むか伺う。また、雇用者確保という課題への対応につい
てあわせて伺う。

【中村副知事】高速交通ネットワークの整備など立地環境が大きく向上するこのチャンスを活かすため、県営産業団地の整備を関係市と連携して現在進めてい
る。ふくいＮＥＷ経済ビジョンでは、イノベーションを創る企業誘致の拡大を主要プロジェクトの一つに掲げており、新たな県営産業団地においても、研究者やＩＴ
技術者などの高度人材が多く集まる付加価値の高い企業の集積を目指している。
また、立地企業の雇用については、地元雇用だけでは確保が難しいことから、県外から人を呼び込むために都会並みの給与水準や社員ファーストの職場環境を整備
する企業などに対して、補助率を加算するなど、雇用の確保を手厚く支援をしており、これを続けていきたいと考えている。

（１）企業誘致の現状と今後の方向性について



８ 教育行政について

質問１ ヤングケアラー調査の回答率を高め、現状をより正確に把握するため、学校において調査を実施した他の自治体の効
果検証を行いながら、小学生も含め、学校において再調査をすべきと考えるが、所見を伺う。

【健康福祉部長】現在、ヤングケアラーに対する支援として、県内の学校現場では、教員やスクールカウンセラーが面談を通じて、家事や介護の負担が大き
く、学習に支障のある子を把握した場合に、市町の要保護児童対策地域協議会につないで、介護や保育などの福祉サービスを提供することとしている。
学校以外では、中高生を対象にオンラインサロン、また校内カフェの居場所を提供し、参加を促すことで、支援が必要な子の早期把握に取り組んでいる。
また、民生児童委員、介護関係者の方などには、日頃の活動の中でヤングケアラーを把握するよう研修の場などで求めているところである。
こうした学校などでの支援の取り組みのほか、支援に結び付いていない子を把握することも重要となるので、他の自治体の例も参考にしながら県教育委員会、市町

教育委員会と協力し、学校における調査も含めて、効果的な方策を検討していく。

（１）ヤングケアラーへの支援について


